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１ 指定管理者の募集について 

 公の施設の管理主体については、平成 15 年６月の地方自治法の一部改正により指定管理

者制度が導入され、民間事業者を含む法人その他の団体も指定管理者として施設の管理を

行うことができるようになりました。 

 このため、滋賀県では、滋賀県立信楽学園（以下「信楽学園」といいます。）について、

住民サービスのさらなる向上と管理運営の効率化を図るため、指定管理者制度を導入する

こととし、この要項により指定管理者を募集します。 

 

２ 施設の概要 

   (1) 施設の名称 

        滋賀県立信楽学園 

   (2) 施設設置の目的・役割 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 42 条に規定される障害児入所施設と

して、障害のある児童（以下「児童」といいます。）を保護するとともに、独立

自活に必要な知識技能の習得に向けて指導することを目的としています。 

   (3) 基本的な運営方針 

    ・人権の尊重を第一に、児童本人の主体性や自己選択、自己決定を尊重した支援

活動を展開し、児童の社会的自立と自己実現を目指します。 

    ・児童の保護者に本人の適性や能力について説明し、保護者や児童委員と密接な

連携を図ります。 

    ・児童に対して、施設入所の期間を通じ、退所後に社会に適応できるよう指導し

ます。 

    ・児童の適性に応じて、生活面の自立支援、職業支援活動や職場実習など社会生

活力の向上に効果的な取り組みを行います。 

・卒園者が就労後も安定した生活を送ることができるよう支援するとともに、関

係機関と連携して地域のフォローアップ体制を構築します。 

   (4)  施設の所在地 

甲賀市信楽町神山 470 

   (5) 施設の規模 

      敷地面積 10,351.73 ㎡（所有者：県） 

     建築面積 管理棟（鉄筋コンクリート造 2階建）等  22 棟 合計 4,161.73 ㎡ 

   (6) 施設の内容 

   〇入所定員 福祉型障害児入所施設 40 名 

         短期入所       空床型 

        （入所児の 18 歳超過に対応するため、障害者総合支援法による施設入所

支援、生活介護の指定もあり） 

         ※定員については、令和３年４月 1日改正予定。 

〇建物構成等 

     管理棟 ＲＣ造 560.00 ㎡、神山寮 ＲＣ造 652.58 ㎡、 

山手寮 ＲＣ造 499.72 ㎡、朝日寮 ＲＣ造 337.09 ㎡、 



     第３実習工場 Ｓ造 344.69 ㎡、第一工場 Ｓ造 269.31 ㎡、 

作業棟 Ｓ造 247.83 ㎡、屋内運動場 ＲＣ造 566.31 ㎡、 

宿舎山手寮 ＣＢ造 260.10 ㎡、倉庫及び更衣室 Ｓ造 84.00 ㎡、 

物干場 Ｓ造 18.00 ㎡、物干場 Ｓ造 12.00 ㎡、灯油貯蔵庫 ＣＢ造 6.55 ㎡、 

自転車置場 Ｓ造 10.33 ㎡、プール附属棟 ＣＢ造 38.42 ㎡、 

研修棟 木造 58.59 ㎡、洗濯室棟 ＣＢ造 49.38 ㎡、車庫 Ｓ造 45.00 ㎡、 

釜道具庫 Ｓ造 36.18 ㎡、機械室棟 ＣＢ造 14.40 ㎡、 

職員宿舎７号 33.12 ㎡、信楽学園職員宿舎 33.12 ㎡ 

 

３ 関係法令等 

 (1) 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 
  (2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号） 
  (3) 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 
 (4) 児童福祉法施行令（昭和 23 年政令第 74 号） 
 (5) 児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号） 
 (6) 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号） 
 (7) 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成 18 年厚生労働省令第 178 号） 
 (8) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第

123 号。以下「障害者総合支援法」という。） 
 (9) 障害者総合支援法施行令（平成 18 年政令第 10 号） 
 (10) 障害者総合支援法施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19 号） 
 (11) 滋賀県児童福祉施設の設置および管理に関する条例（昭和 39 年滋賀県条例第 37

号）（以下「条例」といいます。） 
 (12) 滋賀県児童福祉施設の設置および管理に関する条例施行規則（昭和 63 年滋賀県規   

則第 68 号） 
(13)滋賀県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める条

例（平成 24 年滋賀県条例第 64 号） 
(14)滋賀県児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の従業者ならびに設備および運営

に関する基準等を定める条例（平成 25 年滋賀県条例第７号） 
  (15) だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例（平成６年滋賀県条例第 42 号） 
(16)滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例（平成 31 年滋賀県条例第８号） 

  (17) 滋賀県行政手続条例（平成 7年滋賀県条例第 40 号）（以下「行政手続条例」とい
います。） 

  (18) 滋賀県個人情報保護条例（平成 7 年滋賀県条例第 8 号）（以下「個人情報保護条
例」といいます。） 

 (19) 滋賀県情報公開条例（平成 12 年滋賀県条例第 113 号） 
  (20) 滋賀県財務規則（昭和 51 年滋賀県規則第 56 号） 

 

４ 指定管理者が行う業務の範囲等 

 (1) 業務の範囲 

   指定管理者が行う業務（以下「管理業務」といいます。）の範囲は次のとおりとし  

ます。 

   なお、業務内容に関する細目的事項は、別添資料１（別添「滋賀県立信楽学園指定

管理業務仕様書」）を参照してください。 

 



  ○障害児入所施設としての業務 

   児童福祉法第 42 条に規定する障害児入所施設（障害のある児童を入所させて、保護

するとともに、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とする施設）としての

業務です。 

 

  ○短期入所の業務 

障害者総合支援法第 19 条第１項の規定に基づく介護給付費等の支給決定を受けた

児童の保護者との利用契約または児童福祉法第 21 条の６の規定に基づく市町の委託

により障害者総合支援法第５条第８項に規定する短期入所の障害福祉サービスを供与

する業務です。 

 

  ○施設、設備および備品の維持管理に関する業務 

    施設、設備および備品（以下「管理物件」といいます）を常に適正な状態にしてお

くため、清掃、各種保守点検、維持修繕などを行っていただく業務です。 

 

 (2) 管理業務の範囲外の業務 

   指定管理者は、信楽学園の設置目的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない範囲

において、自己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとします

ので、施設の効用を最大限に発揮させる観点から、創意工夫を活かして積極的に提案

してください。ただし、この場合、あらかじめ県との協議が必要です。 

 

５ 指定予定期間 

① 令和３年４月１日から令和８年３月 31 日までの５年間を予定しています。 

② 指定予定期間は、議会の議決後、正式に指定期間となります。 

③ ただし、地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定に基づき、県は、公の施設の管理の

適正を期するため行った必要な指示に指定管理者が従わないときその他当該指定管

理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消し、また

は期間を定めて管理業務の全部または一部の停止を命ずる場合があります。 

 

６ 管理業務を行う際の条件等 

 (1) 管理業務に要する経費 

   信楽学園の管理業務に要する経費については、施設の使用者が納める利用料金、措

置児童受入れに対して都道府県が支払う措置費、指定管理者が管理業務の実施に伴い

収受する収入および県が支払う管理料により賄うこととなります。 

 ① 利用料金 

  ア 利用料金の収入等 

    施設の使用者が納める利用料金は、指定管理者の収入とします。 

    利用料金の額については、滋賀県児童福祉施設の設置および管理に関する条例に

対象となる施設、区分および金額が定められています。（今後、消費税および地方

消費税の税率改正や公の施設の使用料等の見直し等に伴い、指定管理期間中であっ



ても、利用料金の上限である条例別表に定める額を見直すことがあります。） 

  イ 利用料金の減免 

    利用料金については、あらかじめ知事の承認を得た上で、指定管理者自らの判断

により減免を行うことができます。 

    ただし、減免による利用料金収入の減収については、管理料に当該減収分が見込

まれているものとし、補填等の措置は行いません。 

    なお、過去４か年の使用料収入の実績については、別添資料２を参照してくださ

い。 

 

② 措置児童受入れに対する措置費 

 施設運営を行う中で、都道府県が児童福祉法第 27 条第１項第３号の規定に基づ

き都道府県の措置決定に基づき入所した児童の措置費については、国で定められた

基準および措置入所児童数に応じて指定管理者の収入となります。 

 ただし、措置は子ども家庭相談センターが決定し、指定管理者の努力により人数

の増減ができないこと、措置児の人数の増減により施設の安定的な運営への影響が

大きいことから、施設運営の安定化のため、指定管理料にあらかじめ 10 人の措置

児童の措置費相当額を加えて算定することとし、措置児童が 10 人を超えた場合に

10 人を超えた人数分については、指定管理料とは別に措置費として支払うことと

します。 

 

 ③ 管理業務の実施に伴い指定管理者が収受する収入 

   管理業務を実施する中で、県以外からの給付費や助成金、寄附金、図録の販売収入

など指定管理者が収受する収入については、指定管理者の収入となります。 

   ただし、県の収入とすることを条件として収受するものは、除きます。 

  

 ④ 県が支払う管理料 

  ア 管理料算定の考え方 

    県は、管理業務に要する経費から利用料金収入見込額、措置児童受入れに対する

措置費および管理業務の実施に伴い指定管理者が収受する収入の見込額を差し引い

た額に、施設運営の安定化のために措置児童 10 人分受入れに係る措置費相当額を加

えた額を、指定管理者に管理料として支払います。 

    管理料の額は、申請の際に提出のあった収支計画書において示された管理料の金

額を上限として、県の予算額の範囲内で、協定において定めるものとします。 

  イ 参考額 

    指定期間中における管理料総額の参考額は、501,650,000 円（消費税および地方

消費税を含む。）とし、これを目安に事業計画書を作成してください。（本指定管

理料には、施設運営安定化のために措置児童 10 人分の措置費相当額を含んでいま

す。） 

    なお、参考額の詳細ならびに信楽学園の管理運営に対する過去４か年における収

入および支出の実績および内訳については、別添資料３を参照してください。 



  ウ 管理料の精算 

    協定により定めた管理料は、管理業務に要した経費および利用料金その他の収入   

に増減があっても、原則として増額や減額はいたしません。（措置児童が 10 人に満

たない場合も同様です。） 

    ただし、管理物件の修繕または改修（見積額が１件当たり 100 万円（消費税およ

び地方消費税を含む。以下同じ）以上の修繕または管理物件の効用の増加を目的と

した改修で、県と指定管理者の協議により指定管理者が行うこととなったものに限

る）に係る経費については、「イ 参考額」の内訳として示した金額（資料３参照）

から増加した額を、管理料に加算することとします。 

  エ 管理料の支払い 

    管理料は、年度ごとに県と指定管理者が協議して作成する支払計画書に従って   

お支払いします。 

  オ 管理口座・区分経理 

    管理業務に係る収入および支出については、指定管理者としての業務に係る経理

とその他の業務に係る経理を区分して整理してください。 

  カ 管理料積算に当たっての留意事項 

    管理料の積算に用いる消費税及び地方消費税の税率は、現行税率（10％）としま

す。なお、今後、消費税および地方消費税の税率が改正された場合は、当該改正に

よる収入および支出への影響（条例別表に定める額が改正されたときは、当該改正

による収入への影響を含む。）を踏まえて管理料を再算定し、県と指定管理者で協

議の上、管理料を決定します。 

  キ その他 

    新型コロナウイルス感染症に関して、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づく休業要請等があった場合、県は管理料の見直しなど、これまでの対応等を踏ま

えて必要な措置を行います。 

 

 (2) 管理運営方針 

   管理業務を行うに当たっては、「２ (3) 基本的な運営方針」の内容を理解のうえ、  

遵守しなければなりません。 

   なお、指定管理者には、創意工夫により利用者に対する質の高いサービスの提供を  

期待しています。 

 

 (3) 管理の基準 

   適正な管理の観点から必要不可欠である業務運営の基本的事項は、次のとおりです。 

  なお、管理の基準に関する細目的事項は、協議の上、協定で定めます。（10(1)参照） 

 ① 法令等の遵守 

   「３ 関係法令等」に記載した法令のほか、指定管理者が当然に適用を受ける法令、  

協定書、仕様書等を遵守し、管理業務を実施してください。 

 ② 管理運営目標の達成 

   信楽学園では、次の管理運営目標を定めていますので、その達成に向け必要な取り



組みを行って下さい。 

    ア 利用者へのサ－ビスの質の向上のための措置 

          サ－ビスの質の向上を図るため、自己評価の実施、実施結果の公表、改善策

の取り組みの実施に努めてください。あわせて、第３者評価の導入の検討をお

願いします。 

    イ 利用者等の苦情の解決のための措置 

           利用者等の苦情に対しては、受付体制や、第三者委員の設置など解決体制を

整備し、適切に対応するよう努めてください。 

    ウ 社会福祉施設として地域に貢献するため、短期入所事業の拡大に努めるとと

もに、実習生やボランティアを積極的に受け入れてください。 

    エ  入所児童の増加につながるよう施設機能の周知等を積極的に行い、令和３年

～７年度の５年間の平均利用率が、平成 28～令和元年度の定員を 40 名として

算出した各年度の施設利用率のうち最低となった年度の施設利用率を下回るこ

とのないよう努めてください。また、指定管理期間最終年度（令和７年度）に

は、平成 28～令和元年度の定員を 40 名として算出した各年度の最低の施設利

用率より 5ポイント増となるように努めてください。 

      なお、過去４か年における施設利用実績については別添資料４を参照くださ

い。 

オ 退所者のフォローアップ事業にも積極的に取り組み、就職率および就職後の

定着率の向上に努めてください。 

    カ  経費削減に一層取り組み、効率的運営に努めてください。 

 

 ③ 善管注意義務 

   指定管理者は、善良なる管理者の注意をもって、信楽学園を常に良好な状態に管理

しなければなりません。 

 

 ④ サービスの向上 

   施設を清潔に保つとともに、利用者に対するサービスの向上を図り、利用者の増加  

に努めることとします。また、各種トラブル、苦情等には、迅速かつ適切に対応する  

こととします。 

 

 ⑤ 信楽学園の適切な維持管理 

  ア 管理業務を行うに当たっては、利用者が快適に施設等を利用できるよう、保守点

検、修繕、清掃その他適切な維持管理を行ってください。 

    なお、管理物件の本来の効用を維持するために必要な修繕（県が長期保全計画と

して策定した計画（以下「長期保全計画」という。）に基づく修繕等を除く）につ

いては、見積額が１件につき 100 万円（消費税および地方消費税を含む。以下同じ。）

以上のものについては、県の負担と責任において実施するものとし、１件当たり 100

万円未満のものについては、指定管理者が自己の負担と責任において実施するもの

とします。 



    管理物件の効用の増加を目的とした改修および長期保全計画に基づく修繕等につ

いては、県の負担と責任において実施するものとします。 

    ただし、上記により県の負担と責任において実施するものとされる修繕等や改修

についても、管理業務と一体として実施することが適当と認められる場合は、県と

指定管理者が協議の上、指定管理者に実施させることができるものとし、詳細につ

いては、協定で定めます。（この場合、所要経費については、６(1)③ウにより、精

算を行います。） 

    なお、長期保全計画は、修繕等の対象の劣化状況その他の事情により、適宜変更

することがあります。 

    イ 地震の発生や台風の接近の際の被害を最小限に減らすため、常時「いかにすれば

被害を最小限にできるのか」ということを「減災」の視点で考えた施設の維持管理

を行ってください。 

 

 ⑥ 施設の使用承認 

   施設の供用（使用承認）に当たっては、県民の利用に関し公平性を確保することと

します。 

 

 ⑦ 緊急時の対応 

  ア 指定管理者は、信楽学園において施設利用者の事故や災害その他の緊急の対応を

要する事態事故等が発生した場合に、現場で対応する責任を有し、直ちに必要な措

置をとるとともに、速やかに県に報告しなければなりません。 

  イ 指定管理者は、緊急時に適切な対応をとれるよう、予め、事故・災害対策のマニ

ュアルや、夜間・時間外における発災等を想定した関係機関との緊急連絡網の作成、

近隣の避難所等までの経路の確認等、緊急時の対応に必要な体制等を整備しなけれ

ばなりません。 

 

 ⑧ 管理業務の実施に伴い取得した情報の取扱い 

   指定管理者および指定管理者が使用する者は、管理業務を行うことにより知り得た

情報を他に漏らし、または不当な目的のために利用してはなりません。 

   また、指定管理者の指定の期間が満了し、もしくは指定を取り消され、または指定

管理者が使用する者が管理業務に従事しないこととなった後においても同様としま

す。 

 

 ⑨ 個人情報の保護 

   指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）、「行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成 25 年法律

第 27 号）および個人情報保護条例の規定を遵守し、個人情報の漏えい、滅失またはき

損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなりませ

ん。 

   また、管理業務に従事する者は、その業務に従事しなくなった後も含め、その業務



に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当に使用してはなりま

せん。 

   なお、個人情報の漏えい等の行為には、個人情報保護条例に基づく罰則が適用され

る場合があります。 

 

⑩ 情報セキュリティ対策 

   指定管理者は、管理業務を行うに当たり、県と協議の上、別添資料５「情報セキ

ュリティに関する遵守事項（例）」をもとに、別途情報セキュリティに関する遵守事

項を定め、これにより、情報セキュリティ対策を講じることとします。 

 

 ⑪ 文書の管理・保存 

   管理業務を行うに当たり作成し、または取得した文書、図画、写真および電磁的記

録（以下「管理文書」といいます。）は、滋賀県文書管理規程等を参考に、適正に管

理・保存することとします。 

   なお、管理文書については、指定期間終了時に、県の指示に従って引き渡しを行っ

ていただきます。 

 

 ⑫ 情報公開 

   指定管理者が保有している管理文書は、指定管理者が別途情報公開規程等を策定し、

情報を公開することとします。 

 

 ⑬ 行政手続法の適用 

      指定管理者が行う行政処分については、行政手続条例に基づいて行わなければなら

ず、審査基準、標準処理期間および処分基準を定めておかなければなりません。 

 

 ⑭ 委託の禁止 

   管理業務の全部または一部を第三者に委託することはできませんが、清掃、警備と

いった個別の業務を第三者に委託することは可能です。ただし、この場合は、委託契

約の内容、委託先（名称・所在地）、委託金額、委託期間、委託理由、委託先選定方

法等を県に報告し、あらかじめ県の承認を受ける必要があります。なお、承認の時点

で不明な事項については、事後に県へ報告してください。 

 

 ⑮ 委託契約等における暴力団の排除措置 

   相手方が暴力団または暴力団員と知りながら業務の委託契約や物品購入契約等を

締結した場合には、指定の取消しの対象となります。 

   契約を行おうとする相手方が暴力団または暴力団員か否か疑わしいときには、県

の事務事業から暴力団を排除する措置のための指針に準じて排除措置を講じてくだ

さい。 

 

 



 ⑯ 県施設としての協力 

   県の事業を信楽学園において実施しようとする場合は、協力を図っていただきます。 

 

 ⑰ 関係機関との連絡調整 

   効果的な事業展開や施設運営を図るため、滋賀県および関係機関と必要な連絡調整

を行ってください。 

 

 (4) 指定管理者と県とのリスクの分担 

     指定管理者と県とのリスクの分担は、原則として次のとおりとします。ただし、次表に定め

る事項で疑義がある場合または次表に定めのないリスクが生じた場合は、県と指定管理者が協

議の上リスク分担を決定します。   

  

種        類 

 

内       容 

負 担 者 

県 指定管理者 

物価等の変動 人件費、物件費等の物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

需要の変動 

 

利用者の減少、需要見込みの誤りその他の事由による利用

料金収入の減 

 

 

○ 

 

周辺地域・住民

および施設利用

者への対応 

信楽学園周辺地域との協調、施設の管理運営業務内容に対

する住民および施設利用者からの苦情・要望等への対応 

 

 

 

 

 

○ 

 

法令の変更 

 

 

 

施設等の設置基準の変更により施設等の新設または改築を

要するものなど管理運営に影響を及ぼす法令変更 

○ 

 

 

 

管理基準の変更を要する法令変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○ 

税制度の変更 

 

指定管理者制度に影響を及ぼす税制変更（消費税等） ○  

指定管理者に影響を及ぼす税制変更（法人税、固定資産税等）  ○ 

政治、行政的理

由による事業変

更 

 

 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継続に支障

が生じた場合、または業務内容の変更を余儀なくされた場

合の経費およびその後の維持管理経費における当該事情に

よる増加経費負担 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

不可抗力 

 

 

 

 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、

暴動その他の県または指定管理者のいずれの責めにも帰す

ことのできない自然的または人為的な現象）に伴う、施設

、設備の修復による経費の増加 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

不可抗力による業務の変更、中止、延期  ○ 

運営リスク 

 

 

施設、機器等の不備もしくは施設管理上の瑕疵または火災

等事故による臨時休業等に伴う運営リスク 

 

 

○ 

 

改修、修繕、保守点検等による施設の一部の利用停止  ○ 



 

種        類 

 

内       容 

負 担 者 

県 指定管理者 

事業の遅延・中

止 

 

 

建物所有者の責任による遅延、中止 ○  

事業者の責任による遅延、中止  ○ 

事業者の事業放棄、破綻  ○ 

 書類等の誤り 

 

仕様書等県が責任を持つ書類等の誤りによるもの ○  

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りによるもの  ○ 

管理物件の損傷 

 

 

 

 

 

 

経年劣化によるもの（見積額が１件当たり100万円未満のも

のに限る。）（長期保全計画に基づき修繕等を行うものを

除く。） 

 ○ 

経年劣化によるもの（上記以外） ○  

長期保全計画に基づき修繕等を行うもの ○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（見積額が１件当たり100万円未満のものに限る。） 

 

 

○ 

 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（上記以外） 

○ 

 

 

 

指定管理者による管理物件の管理運営上の瑕疵によるもの  ○ 

資料等の損傷 

 

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

上記以外 ○  

運営費の増大 県以外の要因による運営費の増大  ○ 

第三者への賠償 管理業務の執行に伴い第三者に損害を与えた場合  ○ 

安全性の確保、

環境の保全 

維持管理、運営における安全性の確保および周辺環境の保

全（応急措置を含む） 

 

 

○ 

 

セキュリティ 警備および情報セキュリティ対策の不備による情報漏洩、

犯罪発生等 

 ○ 

事業終了時の費

用 

 

 

指定管理期間が終了した場合または期間中途において業務

を廃止した場合における事業者の撤収費用および新しい指

定管理者への引継費用 

 

 

 

 

○ 

 

 

 (5) その他管理業務を行うに当たって指定管理者が留意しなければならない事項 

  ① 入札等による管理経費の縮減 

    管理業務の実施に当たり、商品・サービスを調達する場合は、入札等により管理

経費の縮減に努めていただくこととします。特に、電力調達については、電力の小

売が全面自由化されていることを踏まえ、入札等の実施に努めてください。 

 

② 環境配慮の推進 

    管理業務の実施に当たっては、電気等エネルギーの効率的利用、廃棄物の発生抑



制・適正処理、リサイクルの推進、環境負荷の低減に資する物品等の調達（グリー

ン購入）など、環境への配慮に努めていただくこととします。なお、物品や電力を

含むサービスの調達については、「滋賀県グリーン購入基本方針」を定めているこ

とから、その内容に沿った調達に努めてください。 

 

  ③ 職員の採用 

    指定管理者は、職員を採用する場合には、本人の適性や能力以外の事項を条件に

することなく、幅広く応募できるよう配慮してください。 

 

  ④ 障害者の雇用 

    指定管理者は、障害者の雇用について、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭

和 35 年 7 月 25 日法律第 123 号）に基づき国および地方公共団体に義務づけられて

いる雇用率を達成できるよう努めていただきます。 

 

  ⑤ 人権への配慮 

    指定管理者は、公平な採用選考や人権研修の実施など、人権に配慮した業務遂行

に努めていただきます。 

 

  ⑥ 県内事業者への配慮 

    管理業務を行うに当たって、委託業務の発注や物品の調達等において、県内事業

者への発注に努めていただきます。 

 

  ⑦ 管理物件の現状変更 

    指定管理者が、管理業務を実施するために管理物件の新設、増築、改築、移設、

改造その他の現状変更をしようとするときは、あらかじめ県の承認を受けていただ

いた上、指定管理者の負担で実施していただきます。 

    なお、この場合、当該現状変更部分については、指定管理者は、将来にわたって

その権利を主張できないものとします。 

 

 (6) 指定管理業務の継続が困難になった場合における措置に関する事項 

  ① 指定管理者は、管理業務の継続が困難となった場合またはそのおそれが生じた場

合には、速やかに県に報告しなければなりません。 

 

  ② 指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者による適正な施設管理が困難

となった場合またはそのおそれがあると認められる場合には、県は、指定管理者に

対して改善勧告を行い、期間を定めて、改善計画書の提出およびその実施を求める

ことができます。 

 

③ 指定管理者が次の事由に該当するときは、県は、地方自治法第 244 条の２第 11項

の規定により、その指定を取り消し、または期間を定めて業務の全部または一部の



停止を命じることができます。 

   ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により、協定に定めた事項を履行しないとき、

または履行できる見込みがないと認められるとき。 

   イ 財務状況が著しく悪化し、管理業務の遂行が困難と認められるとき。 

   ウ 関係法令、条例、規則または協定の規定に違反したと認められるとき。 

   エ 指定管理者の指定手続きおよび管理業務の実施に当たり、不正の行為があった

とき。 

   オ 管理業務に関する知事の指示に従わないとき。 

   カ 管理業務に関して、知事が求めた報告を行わず、もしくは実地調査等を拒否ま

たは妨害したとき。 

   キ ②において、指定管理者が当該期間内に改善計画書を提出せず、または改善計

画書に定められた事項を実施しなかったとき。 

   ク 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め

られるとき。 

   ケ 指定管理者募集要項に明示した申請資格を満たさなくなったとき。 

   コ その他、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるとき。 

 

  ④ 上記③により指定管理者の指定が取り消され、または業務停止となった場合に、

県に損害が発生したときは、指定管理者は、県に生じた損害について賠償の責めを

負うこととなります。なお、指定管理者に損害や追加費用などが生じても、県は賠

償等を行いません。 

 

  ⑤ 不可抗力その他県または指定管理者の責めに帰することができない事由により管

理の継続が困難となった場合は、県と指定管理者は管理の継続の可否について協議

することとします。 

 

  ⑥ 指定管理者は、指定期間が満了するとき（継続して指定管理者に指定されたとき

を除く。）または指定が取り消されたときは、速やかに、管理物件を原状回復して

県に引き渡すとともに、県または新たな指定管理者と十分に事務引き継ぎを行うこ

ととします。 

    ただし、原状回復について県の承認を得たときは、この限りではありません。 

 

 (7) 事業計画および事業報告 

  ① 事業計画 

    事業実施計画、人員配置計画、収支計画等を内容とする各事業年度の事業計画書

を、前年度の 10 月末（指定期間の初年度に係る事業計画書にあっては、県が指定す

る期日）までに提出し、県の承認を得て下さい。 

 

  ② 事業報告 

    指定管理者は、毎年度終了後 30 日以内に、目標水準の達成状況や改善方針等、県



が別に定める事項について、事業報告書を県に提出することとします。 

 (8) 管理業務の状況把握および評価 

  ① モニタリング 

    指定管理者は、常時、管理業務の状況を把握し、日報等に記録するとともに、目

標水準の達成状況や改善方針等、県が別に定める事項について、月例業務報告書を

作成して翌月の 10 日までに県に報告することとします。 

   県は、指定管理者から提出された事業報告書、月例業務報告書の内容のほか、指

定管理者に対する報告徴収、調査等の結果をもとに、管理業務の状況、指定管理者

の経理の状況等を確認します。 

 

  ② 是正勧告 

    モニタリングの結果、必要と認めるときは、県は、業務の改善等必要な指示を行

います。 

    なお、改善勧告等によっても改善が見られない場合、および指定管理者が行う管

理業務の内容が「管理の基準」を満たしていないと判断した場合は、指定期間中で

もその指定を取り消すことがあります。 

 

③ 利用者満足度調査等による利用者の声の把握 

指定管理者は、施設利用者の満足度、ニーズ等を把握し、管理業務に反映するた

め、利用者満足度や施設利用者の意見・苦情等を把握し、その結果および業務改善

の状況について県に報告することとします。 

 

④ 評価 

県は、指定管理者から提出された事業報告書の内容を踏まえて、管理業務の実施

状況等に係る評価を実施するとともに、事業報告書に記載する改善方針と併せて対

外的に公表することとします。 

なお、必要に応じて、事業報告書に加えて、改善方針に係る資料の提出を求める

ことがあります。 

 

⑤ 県と指定管理者との意見交換 

県と指定管理者は、管理運営上の課題や評価結果等について、定期的に意見交換

を実施することとします。 

 

 (9) 備品の帰属 

  ① 管理物件の備品が、経年劣化等により管理業務の用に供することができなくなっ

た場合は、当該備品と同等の機能および価値を有するものの見積額が１件当たり 

100 万円未満のものについては、管理料に当該経費が見込まれているものとし、指

定管理者の負担で購入または調達していただきます。 

 

  ② ①により購入または調達した備品の所有権は、県に帰属するものとします。 



 (10) 調査 

   県は、地方自治法第 244 条の２第 10 項の規定により、指定管理者の管理する施設の

適正を期するため、必要があると認めるときは、指定管理者に対して管理業務または

経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、または必要な指示を行います。 

   また、県の監査委員等が滋賀県の事務を監査するために必要があると認める場合に、

指定管理者に対し出頭を求め、実地に調査し、または帳簿書類その他の記録の提出を

求めることがあります。 

 

 (11) 管理業務を実施するに当たっての注意事項 

  ① 指定管理者が、管理業務に関する規程、要綱等を作成する場合は、県と事前に協

議することとします。 

 

  ② 協定に定めのない事項については、県と協議することとします。 

 

 (12) 提供した資料の取扱い 

   県が提供した資料等は、申請に関する検討以外の目的で使用することを禁じます。 

   また、この検討の目的の範囲内であっても、県の承諾を得ることなく、第三者に対  

しこれを使用させ、または内容を提示することを禁じます。 

 

７ 申請の手続 

 (1) 募集要項の配付 

募集要項を令和２年９月４日（金）から 10 月９日（金）まで（土曜日、日曜日およ

び祝日を除きます。）の午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時

までを除きます。）に「１２ 問い合わせ先」において配付します。 

   また、次の障害福祉課ホームページからもダウンロードできます。なお、郵便での

配付は行いません。 

  障害福祉課ホームページアドレス 

【https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kenkouiryouhukushi/syougaifukushi/31410

5.html】 

 

 (2) 申請者の備えるべき資格等 

  ① 指定管理者の指定を受けるための申請ができるのは、滋賀県内に主たる事務所を

有し、かつ、入所型の社会福祉施設（社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 62 条

第１項に規定する社会福祉施設をいう。）を運営（地方自治法第 244 条の２第３項

の指定を受けて行う入所型の社会福祉施設の管理を含む。）している社会福祉法人

（以下「法人」という。）であって、次に該当しないものに限ります。 

ア  役員等に制限行為能力者が含まれている法人等 
イ 役員等に破産者で復権を得ない者が含まれている法人等 
ウ 役員等に禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでまたはその執行を受



けることがなくなるまでの者が含まれている法人等 
エ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77

号）第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。）、暴力団または暴力団員と密接な関

係を有する法人等、役員等に暴力団員（同法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員を

いう。）または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者がいる法人等お

よび暴力団員または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者がその経

営に実質的に関与している法人等 
オ 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 2 項の規定により、県における一般競争入札

の参加を制限されている法人等。 
カ 会社更生法、民事再生法等による手続きを行っている法人等 
キ 滋賀県から入札参加停止措置を受けている法人等 
ク 直近の１年間に都道府県税または消費税及び地方消費税を滞納している法人等 
ケ 県議会の議員、知事、副知事ならびに地方自治法第 180 条の５第１項および第

２項に規定する委員会の委員または委員が、無限責任社員、取締役、執行役もし

くは監査役もしくはこれらに準ずべき者、支配人、清算人である法人等（ただし、

議会の議員以外の者については、県が資本金、基本金その他これらに準ずるもの

の２分の１以上を出資している法人を除く。） 
コ 地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定に基づき、滋賀県から指定の取り消し

を受けたことがある法人等 
サ 滋賀県における選定委員会で指定管理者の候補者として選定された通知を受け

取った後、議会の議決までに辞退したことがあり、辞退の日から起算して１年を

経過していない法人等 
シ 滋賀県における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公正な手続きを妨げ

た法人等または公正な価格の成立を害し、もしくは不正の利益を得るために連合

した法人等 
 

② 複数申請の禁止 

   申請については、１法人につき１申請に限ります。 

 

 (3) 申請の方法 

① 提出書類 

申請に当たっては、以下の書類を県に提出していただきます。 

なお、県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

   ア 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

 

   イ 管理運営に係る事業計画書（様式第２号） 

    (ｱ) 基本方針 

     ・指定管理者の指定を申請した理由 

     ・信楽学園の管理運営を行うにあたっての基本方針 

    (ｲ) 事業等の実施計画 



     ・年間の事業概要 

          ・利用者に対するサービス向上の取り組み（開所時間、休所日についての提案

があれば、併せて記載） 

      ＊サービス評価への取組 

      ＊利用者のプライバシーや人権を守るための取組 

      ＊利用者、家族からの苦情の未然防止および対処方法とそのための体制 

      ＊家族、関係機関との連携 

      ＊利用者ニーズの把握やその対応策 

      ＊その他の具体的取組 

・管理経費の縮減、収入増に向けた取り組み 

・管理運営目標の達成に向けた取り組み 

    (ｳ) 県民の公平な利用を確保する方策 

     ・広く利用を呼びかけるための方策 

     ・入所手続の公平性確保 

    (ｴ) 施設の維持管理についての方針、計画 

          ・効率的な維持管理のための計画 

          ・施設設備の安全管理の取組、非常災害への対策 

        (ｵ) 利用者の増加（確保）を図るための方策 

          ・地域、関係機関、ボランティア等との連携 

     ・対外的な情報提供（広報等）、情報発信 

    (ｶ) 管理運営体制 

     ・組織図（施設内のもの、職員体制、常勤・非常勤の別、有資格者・経験者の      

配置状況も記載） 

     ・人員配置計画（５年分、最低基準人員を参考表示すること） 

     ・職員ローテーションの考え方 

     ・人材育成方針および研修計画 

     ・現に従事している職員の雇用についての考え方 

     ・業務の一部について第三者への委託を予定している場合は、その項目、予定

金額、委託先選定方法などを含めた外部委託の考え方 

    (ｷ) その他 

     ・組織目標の設定 

     ・個人情報保護の取り組み 

     ・情報公開への対応 

     ・環境への配慮 

     ・防災、防犯その他緊急時への対応、体制 

     ・自主事業など特色ある取り組み 

     ・地域との交流、地域への貢献に関する考え方、計画 

     ・円滑な業務引継に向けての計画 

     ・その他、施設の設置目的を効果的、効率的に達成する方法についての提案 

 



   ウ 収支計画書 

    (ｱ) 信楽学園の管理運営に係る令和３年度収支予算案［任意様式］ 

      県から支出する管理料の基礎となる管理運営の必要経費および収入見込額に

ついて算出し、提案してください。 

      提案される収支計画については、経費の縮減が図られ、かつ収支が適正でバ

ランスがとれている必要があります。 

    (ｲ) 指定期間５年間の収支計画（様式第３号） 

      信楽学園の管理運営に関する業務と自主事業の実施に関する業務に分け

て、次の計画を提出してください。 

     ・利用人員予測 

     ・収支計画 

     ・収入については、利用料金収入の予測、管理料見積り予測額およびその他の

収入の予測額を計上してください。 

     ・支出については、管理費（人件費含む）および事業費として所要額を計上し

てください。 

 

   エ その他の書類 

    (ｱ) 法人の定款 

    (ｲ) 法人の登記事項証明書 

      申請日前３か月以内に取得したものを提出してください。 

(ｳ) 印鑑証明 

      申請日前３か月以内に取得したものを提出してください。 

    (ｴ) 法人等の決算関係書類 

      過去３か年分の事業報告書、財産目録、貸借対照表、資金収支計算書および

事業活動収支計算書を提出してください。 

    (ｵ) 法人等の予算関係書類 

      直近の会計年度の事業計画書、資金収支予算書および事業活動収支予算書を

提出してください。 

    (ｶ) 団体概要書（様式第４号） 

      設立趣旨、事業内容のパンフレット等法人の概要がわかる資料があれば、     

併せて提出してください。 

    (ｷ) 役員名簿（役職、氏名、現住所および生年月日を記載したもの。なお、商号

または名称、代表者、経営者等の氏名には必ずふりがなを付してください。） 

    (ｸ) 都道府県税に未納がないことの証明書、消費税及び地方消費税の納税証明書

また、納税義務がない場合は、納税義務がない旨を記載した申立書（様式第５

号）を提出してください。 

    (ｹ) 施設の管理運営に携わる有資格者職員の資格の写し 

    (ｺ) 誓約書（様式第６号） 

      申請者の備えるべき資格および申請書等の記載事項に関する誓約書を提出し

てください。なお、虚偽の申請であることが判明した場合は、指定期間中であ



っても指定の取消しとなる場合があります。 

      なお、申請書の備えるべき資格のうち、暴力団排除に係る欠格要件該当の有

無について、指定管理者に係る暴力団排除措置要領に基づき滋賀県警察本部に

照会しますので、あらかじめ御了承ください。 

 

② 提出部数 

    正本１部副本 15 部を提出してください。ただし、「エ その他の書類」の(ｱ)、

(ｲ)および(ｷ)については、正本１部のみを提出してください。 

 

  ③ 提出方法 

    申請書類の提出は、持参または郵送とします。 

    ［提出先］ 滋賀県庁新館２階 健康医療福祉部障害福祉課企画・指導係 

          〒520-8577 滋賀県大津市京町四丁目１番１号 

          電話 ０７７－５２８－３５４４ 

 

③  受付期間 

    持参の場合は、令和２年９月４日（金）から 10 月９日（金）まで（土曜日、日曜

日および祝日を除きます。）の午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から

午後１時までを除きます。）とします。 

    また、郵送の場合は、書留郵便で、10 月９日（金）午後５時必着とします。 

    なお、電子メール、ＦＡＸでの提出は認めません。 

 

 (4) 質問事項の受付 

   募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

①  受付期間 

令和２年９月４日（金）から９月 16 日（水）午後５時まで（必着） 

 

  ② 受付方法 

    募集要項の内容等に関する質問書（様式第７号）に記入の上、郵送、ＦＡＸまた

は電子メールにより提出してください。質問の未到着を防ぐため、事前、事後の確

認をお願いします。 

    ［郵送先］ 申請書類の提出先に同じ 

    ［ＦＡＸ］ ０７７－５２８－４８５３ 

    ［メール］ ec0002@pref.shiga.lg.jp 

 

  ③ 回答方法 

    質問された方には、郵送、ＦＡＸまたは電子メールにより個別に回答するほか、

応募者間の公平を期すため、質問および回答を障害福祉課ホームページ（アドレス

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kenkouiryouhukushi/syougaifukushi/314

105.html）において公表します。（質問者名は表示しません。） 



    募集要項の内容等に関する質問およびその回答は、その後の提案の内容や審査

事項に反映されることから、電話等による質問回答は一切いたしませんのでご了

承ください。ただし、電話による照会をお断りするものではありませんので、不明

な点について気軽に相談してください。 

    また、現地説明会において出された質問および回答についても併せて公表しま

す。なお、内容によってはお時間をいただく場合があります。 

 

 (5) 現地説明会の実施 

   現地説明会を次のとおり開催します。参加を希望される法人は、説明会参加申込書

（様式第８号）に記入のうえ、郵送、ＦＡＸ、または電子メールにより令和２年９月 

10 日（木）午後５時までにお申し込みください。（必着） 

①  開催日時 

    令和２年９月 14 日（月） 午前 10 時開始 

 

  ② 集合場所 

    現地の管理棟前（開始時刻の５分前までに集合してください。） 

 

  ③ 説明内容 

    募集要項および仕様書の説明、施設の説明 

 

  ④ その他 

    ・説明会参加につきましては、１法人３名までとします。 

    ・指定管理者の募集に係る資料一式を持参願います。 

    ・指定申請を行う場合は、必ずこの説明会に出席してください。 

 

８ 申請に際しての留意事項 

 (1) 失格または無効 

   以下の事項に該当する場合は、無効または失格となる場合があります。 

  ① 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。 

  ② 記載すべき事項の全部または一部が記載されていないとき。 

  ③ 申請者が記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。 

  ④ 虚偽の内容が記載されているとき。 

  ⑤ 健康医療福祉部指定管理者選定委員会委員、本件業務に従事する本県職員ならび

に本県関係者に対して、本件提案についての不正な接触の事実が認められたとき。 

  ⑥ その他不正の行為があったとき。 

 

 (2) 現に勤務している職員 

   指定管理業務が引き継がれる場合には、現に施設に勤務している職員のうち、引き

続き勤務を希望する者の雇用に努めてください。なお、雇用に当たっては、引継ぎ先



法人の雇用条件によるものとします。 

 

 (3) 申請内容の変更 

   申請書の提出期限前に事業計画書等の記載事項の変更をする場合には、事業計画書

等記載事項変更届（様式第９号）により、申請書の提出期限前に届出をしてください。 

   なお、提出期限後は、提出された書類の内容を変更することはできません。 

(4) 著作権の帰属等 

   事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、県は、指定管理者の決定

の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとします。な

お、提出された書類は理由の如何に関わらず返却しません。 

   また、申請書類は、必要に応じ複写します。（使用は県庁内および健康医療福祉部

指定管理者選定委員会の検討に限ります。） 

 

 (5) 申請の辞退 

   申請書類を提出した後に辞退する際には、指定管理者申請辞退届（様式第 10 号）を

提出して下さい。 

 

 (6) 費用の負担 

   申請に要する経費はすべて申請者の負担とします。 

 

 (7) 情報公開 

   申請書類は、滋賀県情報公開条例に基づく開示請求により、個人に関する情報等非  

公開とすべき箇所を除き、公開されることがあります。 

 

 (8) その他 

  ① 指定申請書等の様式 

    指定申請書等の提出書類は、日本産業規格のＡ４の大きさとします。（ただし、   

官公署の発行する証明書等やむを得ないものについては、例外を認めます。） 

    本書「７（３）①提出書類」記載の順序に従い、ファイル等に綴じて提出してくだ

さい。 

 

  ② 言語、通貨、単位等 

    指定申請書等に用いる言語、通貨、単位は日本語、日本円、日本の標準時および   

計量法（平成４年法律第 51号）に定める単位に限ります。 

 

９ 指定管理者の指定等 

 (1) 指定管理者の候補者の選定 

  ① 指定管理者の選定に当たっては、滋賀県附属機関設置条例（平成 25 年滋賀県条例

第 53 号）に基づき、社会福祉に関する専門家、滋賀県健康医療福祉部次長等により



組織された「滋賀県健康医療福祉部指定管理者選定委員会」（以下「選定委員会」

という。）を設置し、提出された申請書等により審査を行い、(2)に記載する「審査

基準」に最も適合する申請者を指定管理者の候補者とします。 

 ② 審査においては、申請者からヒアリングを行い、申請の内容を総合的に審査しま

す。 

  ③ ヒアリングに要する申請者の経費は、全て申請者の負担とします。 

 

 (2) 選定に当たっての審査方法等 

   選定委員会の意見を聴いて、条例第７条各号の選定基準をより具体化した審査基準

その他の審査方法を定め、これに基づき、申請内容を総合的に審査し、指定管理者の

候補者を選定します。 

   選定基準ごとの審査項目、配点および選定すべき候補者の決定方法は別紙１のとお

りです。 

   なお、選定委員会の会議は非公開としますが、選定後は申請の概況（経過、申請者 

名、各申請者の得点状況、各申請者の提示額等）、審査内容の概要を公表します。 

    

 (3) 指定管理者の指定方法 

   指定管理者の候補者として選定された法人については、地方自治法の規定に基づき、  

指定管理者として指定する議案を県議会に提出し、議決後、指定管理者として指定し  

ます。 

   なお、指定後速やかに、滋賀県公報において告示します。 

 

10 指定管理者指定後の手続 

 (1) 協定の締結 

   業務内容や管理の基準に関する細目的事項、管理業務に要する経費を賄うための管  

理料に関する事項について、指定管理者と知事との間で協議の上、協定を締結するも  

のとします。 

 

 (2) 引継ぎ 

  ① 指定期間の始期から円滑に指定管理業務が実施できるよう、前管理者との間で一

定期間、業務の引継ぎを行っていただきます。 

  ② 引継ぎ時における現利用者を引き継いで運営してください。 

  ③ 利用者の個別処遇を引き継ぐため、引継ぎ後に信楽学園で勤務する職員の一部を、

引継ぎ前に信楽学園に派遣してください。 

  ④ 派遣した職員は、令和３年４月以降も引き続き信楽学園で勤務させてください。 

  ⑤ 引継ぎにおける派遣職員の人件費等は、新たに管理者となる法人が負担すること

とします。 

  ⑥ 引継ぎ時に現利用者に提供されているサービス水準を維持するとともに、その向

上に努めてください。 



  ⑦ 設備機器等の保守業務については、指定期間開始と同時に契約が必要となる業務

がありますので、注意してください。 

 (3) その他 

  ① 指定管理者が正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指定管理者の議   

決後においても指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

 

  ② 指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を   

取り消し、協定を締結しないことがあります。 

   ア 指定管理者が、７（２）に掲げる資格を満たさないこととなったとき。 

   イ 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、管理業務の履行が確実でないと    

認められるとき。 

   ウ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め    

られるとき。 

 

11 スケジュール（予定） 

時  期 内  容 
  ９月４日～10 月 16 日 申請書の受付期間 

       10 月中下旬 第２回指定管理者選定委員会 

※選定委員会事業計画ヒアリングおよび 

指定管理者候補者の選定 

11 月下旬 選定結果通知 

11 月下旬 指定管理者の議決(県議会11月定例会議） 

指定管理者の指定（告示） 

令和３年３月 協定の締結 

４月１日 管理開始 

 

12 問い合わせ先 

  〒520-8577 滋賀県大津市京町四丁目１番１号 県庁新館２階 

 滋賀県健康医療福祉部障害福祉課企画・指導係 

  電 話：０７７－５２８－３５４４ 

  ＦＡＸ：０７７－５２８－４８５３ 

  電子メール：ec0002@pref.shiga.lg.jp 

  



《資料１》指定管理業務仕様書 

 

滋賀県立信楽学園指定管理業務仕様書 

 

 本仕様書は、滋賀県立信楽学園（以下「信楽学園」といいます。）の指定管理者が行う

業務の内容および履行方法を定めるものです。 

 

１ 業務の内容 

 (1) 福祉型障害児入所施設としての業務 

   児童福祉法第 42 条に規定する福祉型障害児入所施設として、知的障害や発達障害

（自閉症スペクトラム等を含む。）のある児童（以下「児童」といいます。）を入所

させて、保護するとともに、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とする業

務です。 

① 児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づく都道府県の措置決定に基づき入所 

手続きを行います。（施設運営の安定化のために指定管理料に 10 人分の措置費相当

額を算定していることから、10 人までの措置児は原則として、受入れをお願いしま

す。） 

② 児童福祉法第24条の３の規定に基づく障害児施設給付費の支給決定を受けた児童 

の保護者と入所契約手続きを行います。 

③ 入所児童の支援にあたっては、各児童の意思および人格を尊重し、社会的自立を

目的として障害特性に応じて生活指導援助、職業指導援助、学習指導援助、自立支

援援助を行います。 

  ・生活指導援助 

    規則正しい生活と余暇時間・行事等を通して仲間との協調性を養い、広く地域と

の交流の機会を確保し、入所児童の生活力と社会性を育みます。 

  ・職業指導援助 

    他の入所児童と協力・協調して就労製品を作る過程において「働くよろこび」を

各児童が自然に感じることができるよう指導します。 

  ・学習指導援助 

    入所児童の文化・スポーツ等への興味・関心のニーズに対応した学習の場や社会

生活を営む上で必要な知識等を学ぶ場を提供し、指導します。 

  ・自立支援援助 

    就労実習の体験により社会的自立を図るとともに、就職後も地域社会の一員とし

て安定した社会生活を営むことができるよう支援します。 

 

 (2) 短期入所の業務 

障害者総合支援法第 19 条第１項の規定に基づく介護給付費等の支給決定を受けた 

児童の保護者との利用契約または児童福祉法第 21 条の６の規定に基づく市町の委託

により障害者総合支援法第５条第８項に規定する短期入所の障害福祉サービスを供与

する業務です。 



 

  ・短期入所（主たる対象者は障害児） 

    保護者の疾病その他の理由で家庭において介護を受けることが一時的に困難とな

った児童について、短期間の入所により身体その他の状況およびその置かれている

環境に応じて入浴、排せつまたは食事の介護その他の必要な保護を行う業務です。 

 

 (3) 施設および設備の維持管理に関する業務 

    施設、設備および備品を常に適正な状態にしておくため、清掃、各種保守点検、維  

持修繕などを行っていただく業務です。 

   ① 清掃、保全、保守、塵芥処理および消毒その他日常の維持管理                   

② 電力、冷暖房、光熱、給排水、防火等の設備の維持、運転、操作、保守、点検 

   ③ 防犯、防災等                                                             

④ 小規模な修理・修繕                                                       

⑤ 建物外の環境整備                                                           

⑥ 消耗品等の調達・補充等 

 

 (4) 連携の確保 

    信楽学園の運営に当たっては、事業の効果的な実施を図るため、関係機関や団

体等との連携を確保してください。 

    特に入所に関わりの強い中学校や子ども家庭相談センター、退所後の支援体制

に関わる自立支援協議会等の地域関係機関、発達障害者センターなどの専門機関

との連携強化に努め、入所中のみならず入所退所前後の支援の強化を図ってくだ

さい。 

 

 (5) 職員の配置 

    信楽学園の設置目的に鑑み、必要な職員配置を行ってください。 

入所児童の、生活全般を含めた総合的なアセスメント等を行うことができ、心理

療法を行うことができる、心理指導担当職員（学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）

の規定による大学の学部で、心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程（臨

床心理学を専攻した者に限る。）を修めて卒業後、採用日において２年以上の臨床

経験（大学院における演習を含む。）を有する者。または、大学院の修士課程また

は博士課程前期課程（臨床心理学を専攻したものに限る。）を修了し、かつ、採用

日において２年以上の臨床経験（大学院における演習を含む。）を有する者を配置

してください。 

また、特に、知的障害児や発達障害児の後期中等教育期における生活訓練と就労

訓練の一体的な支援や卒園者の安定した生活のために、退所後概ね５年間のアフタ

ーフォローができる、職場適応援助者養成研修修了者で相当程度の経験および能力

を有する者であり、職場の開拓や就職活動、職場定着を支援することができる者を

配置してください。 

 

 



 (6) その他 

   指定管理者は、信楽学園の設置目的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない範囲

において、自己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとします

ので、施設の効用を最大限に発揮させる観点から、創意工夫を活かして積極的に提案

してください。ただし、この場合、あらかじめ県との協議が必要です。 

 



《資料２》                                                           

過去４か年の使用料収入および減免の実績 

［信楽学園］                                            (単位：千円) 

          項   目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度  

   使用料収入実績 

 

 

74,777 

 

    64,173 

 

    72,979 

 

    59,628 

   使用料減免実績 

 

 

0 

 

          0 

 

          0 

 

          0  

 事 
 由 
 別 
 内 
 訳 

 自立支援給付費 

 

 

    72,610 

 

     62,880 

 

     70,785 

 

     57,979 

 

 利用者負担金  

2,167 

 

      1,293 

 

      2,194 

 

      1,649 

 

 

 

《資料３》 

管理料参考額の詳細ならびに過去４か年の収入および支出の実績等 

 

   １ 管理料参考額の詳細 

 ［信楽学園］                                            (単位：千円) 

 

   管理料総額     

 

                 年 度 別 内 訳  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

501,650 100,330 100,330 100,330 100,330 100,330 

 うち１件100万円以上の修繕ま

たは効用の増加を目的とした

改修に係る維持補修費 

 

 

        0 

 

 

        0 

 

 

        0 

 

 

        0 

 

 

        0 

   

 

 



  ２ 過去４か年における収入および支出の実績および内訳 

  ［信楽学園］                       (単位：千円) 

項      目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

収入合計  

    179,013 

 

    168,774 

 

   177,727 

 

   165,890 

 

内 

 

訳 

使用料収入  

74,777 

 

    64,173 

 

    72,979 

 

    59,628 

指定管理料  

    102,465 

 

    102,465 

 

   102,465 

 

   104,329 

その他収入  

     1,771 

 

     2,136 

 

     2,283 

 

     1,933 

  支出合計  

    178,890 

 

    168,290 

 

   179,909 

 

    166,029 

 

内 

 

訳 

人件費  

    137,495 

 

    124,944 

 

   132,756 

 

    123,554 

施設管理費  

     14,891 

 

     19,074 

 

    22,244 

 

     19,702 

事業費  

     26,504  

 

     24,272 

 

    24,909 

 

     22,773 

   

 

《資料４》 

過去４か年の施設利用実績等 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 4 年平均 

施設入所 

延べ利用者数（人日） 

 

9,643 

 

8,603 

 

9,122 

 

7,979 

 

8,836 

短期入所 

延べ利用者数（人日） 

 

56 

 

24 

 

2 

 

10 

 

23 

 

合計 

 

9,699 

 

8,627 

 

9,124 

 

7,989 

 

8,859 

利用率（定員60名） 44.2％ 39.3％ 41.6％ 36.4％ 40.0％ 

利用率（定員40名） 66.4％ 59.0％ 62.4％ 54.7％ 60.6％ 

参

考 

各月末在籍者数計 336 337 367 326 341 

１月平均在籍者 26.4 23.6 30.5 27.1 26.9 

  ※施設利用率については、施設入所者と短期入所者の延べ利用者数（人日）を施設定

員（60 名、40 名）に 365 を乗じた数で除して算出しています。 

   【施設利用率＝施設入所延べ利用者数＋短期入所延べ利用者数／60人(40 人)×365 日】 



様式第１号 

 

指定管理者指定申請書 

 

                                 年  月  日 

 （あて先） 

   滋賀県知事 

 

                  申請者 主たる事務所の所在地 

                                       法人の名称 

                                       代表者の役職・氏名        印 

                      連絡先 担当者名 

                      電 話 

                      ＦＡＸ 

 

 

 下記の公の施設について、地方自治法第２４４条の２第３項および「滋賀県児童福祉施

設の設置および管理に関する条例」第７条第１項の規定により、指定管理者の指定を受け

たいので申請します。 

 

記 

 

                                 滋賀県立信楽学園



様式第２号 

 

管理運営に係る事業計画書 

 

(ｱ) 基本方針 

・指定管理者の指定を申請した理由 

 

 

・滋賀県立信楽学園の管理運営を行うにあたっての基本方針 

 

 

 

(ｲ) 事業等の実施計画 

 

 

 

(ｳ) 公平な利用を確保する方策 

 

 

 

(ｴ) 施設の維持管理についての方針、計画 

 

 

 

(ｵ) 利用者の増加（確保）を図るための方策 

 

 

 

(ｶ) 管理運営体制 

 

 

 

 

 

(ｷ) その他 

 

 

 

 



様式第３号 

 

収 支 計 画 書 

［施設名：滋賀県立信楽学園］ 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 合 計 

収入       

        

       

       

       

       

       

       

       

支出       

        

       

       

       

       

       

       

       

       

       

収支 

差額 

 

 

      

 

利用人員予測 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 合  計 

 

延利用 

人員 

      

 



様式第４号 

団 体 概 要 書 

 

項  目 内         容 

法人名  

代表者職・氏名  

法人の所在地  

設立年月日  

資本金（基本財産） 令和  年  月  日現在        千円 

従業者数 令和  年  月  日現在        人 

主たる業務内容  

類似施設の管理に関する

過去の業務実績 

 

特記事項  

 



様式第５号 

 

申  立  書 

 

                                 年  月  日 

 （あて先） 

   滋賀県知事 

 

                  申請者 主たる事務所の所在地 

                                       法人の名称 

                                       代表者の役職・氏名        印 

                      連絡先 担当者名 

                      電 話 

                      ＦＡＸ 

 

 

 滋賀県立信楽学園の指定管理者指定申請手続きについて、下記の理由により納税義務が

ないことを申し立てます。 

 

記 

 

 納税義務がない理由： 



様式第６号 

 

誓  約  書 

 

                                 年  月  日 

 

 （あて先） 

   滋賀県知事 

 

                  申請者 主たる事務所の所在地 

                                       法人の名称 

                                       代表者の役職・氏名        印 

                      連絡先 担当者名 

                      電 話 

                      ＦＡＸ 

 

 

 滋賀県立信楽学園の指定管理者指定申請を行うに当たって、下記の事項については事実

に相違ありません。 

なお、申請者の備えるべき資格のうち、暴力団排除に係る欠格要件該当の有無について、

県の事務事業から暴力団を排除する措置のための指針に基づき滋賀県警察本部に照会する

ことを承諾します。 

 

記 

 

 １ 滋賀県立信楽学園指定管理者募集要項「７ 申請の手続 (2)申請者の備えるべき資

格等」に定める欠格事項に該当せず、申請者としての資格を有していること。 

 

 ２ 滋賀県立信楽学園指定管理者指定申請書等の提出書類に記載の事項は事実に相違な

いこと。 



様式第７号 

 

募集要項の内容等に関する質問書 

 

                                 年  月  日 

 （あて先） 

 滋賀県健康医療福祉部障害福祉課 

        企画・指導係 あて 

 

 

質 問 項 目 質  問  内  容 

  

※質問項目には、募集要項のどの部分についてのものか、該当する部分がわかるように記

載してください。（例：募集要項○頁の○行目６の（３）の③について） 

 

                法人の名称 

                担当者名 

                連絡先：電話 

                   ：ＦＡＸ 

                   ：電子ﾒｰﾙ 



様式第８号 

 

現地説明会参加申込書 

 

                                 年  月  日 

 

 

   滋賀県健康医療福祉部障害福祉課 

          企画・指導係 あて 

 

 

                  申請者 主たる事務所の所在地 

                                       法人の名称 

                                       代表者の役職・氏名        印 

 

 

 滋賀県立信楽学園の指定管理者指定申請手続きに係る現地説明会に参加したいので申し

込みます。 

 

１ 出席者名簿 

 

 

部   署 

 

 

役 職・氏 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本件に関する連絡先 

 (1)担当者の役職・氏名 

 

 (2)部署 

 

 (3)電話番号 

   ＦＡＸ番号 



様式第９号 

 

事業計画書等記載事項変更届 

 

                                 年  月  日 

 

 （あて先）                                                                     

   滋賀県知事 

 

                  申請者 主たる事務所の所在地 

                                       法人の名称 

                                       代表者の役職・氏名        印 

                      連絡先 担当者名 

                      電 話 

                      ＦＡＸ 

 

 

 下記のとおり変更したいので、届け出ます。 

 

 

記 

 



様式第１０号 

 

指定管理者申請辞退届 

                                 年  月  日 

 （あて先）                                                                     

   滋賀県知事 

 

                  申請者 主たる事務所の所在地 

                                       法人の名称 

                                       代表者の役職・氏名        印 

                      連絡先 担当者名 

                      電 話 

                      ＦＡＸ 

 

 

 令和  年  月  日付けで滋賀県立信楽学園の指定管理者指定申請書を提出しまし

たが、都合により辞退しますので、届け出ます。 

 


